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火山防災トップシティ構想 
【第１回 検討資料】 

鹿児島市 危機管理局 危機管理課 

平成３０年４月２８日 

＜検討資料の構成＞ 
  １ きっかけ 
  ２ 背景 

資料１ 



１ きっかけ 〈桜島火山防災に対する反響〉 
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①全国的な会議での対策の説明、他都市の住民集会での講話 
②全国からの視察（北海道～九州） 
③海外地域からの撮影（フランス、韓国） 

「火山防災協議会等連絡・連携会議（内閣府）」 

「フランスからの訓練視察」 2 



・平成２９年は爆発回数８１回 

２ 背景① 火山地域としての特異性 
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降灰を体験できる可能性あり 

・噴火に伴う火山灰により、住民生活は大きな影響を受けている。 
 風向きによっては、市街地側に、降灰が降ってくる。 

鹿児島にとって
噴火は日常 
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噴煙高度の最大は１８，０００ｍ（推定） 

（参考） 飛行機の高度：約１０，０００ｍ 

背景② 明治以降唯一の大規模噴火 

大正噴火の規模は 
富士山宝永噴火以上 
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• 8月15日に桜島に上昇（貫入）してきたマグマ量：約200万m3 

• 2013年8月18日の昭和火口噴火（噴煙高5000m） 噴出量 約7.5万m3  

• 2014年7月24日の南岳山頂噴火（噴煙高8000m） 噴出量 約14万m3  

• 御嶽山2014噴火（噴煙高7000m） 噴出量 約25万m3  

• 桜島の昭和噴火 噴出量 約2億m3  

• 桜島の大正噴火（推定噴煙高最大18000m） 噴出量 約20億m3  

• 大正噴火以降、姶良カルデラにため込まれているマグマ量 約18億m3  

 
資料一部改：中道治久  

京都大学防災研究所火山活動研究センター准教授 

桜島 大正噴火 

1914年 

２０億㎥（溶岩流を含む） 

富士山 宝永噴火 

1707年 

１７億㎥ 

雲仙普賢岳 

1991-95年 

２億㎥ 

霧島新燃岳 

2011年 

0.3億㎥ 

口永良部島 

201５年 

0.01億㎥ 

桜島噴火警戒レベル４ 
201５年 
0.02億㎥ 
※貫入したマグマの推計量 

御嶽山 

201４年 

0.0025億㎥ 

噴火規模の比較 
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噴出した溶岩は海峡を埋め尽くし、桜島と大隅半島は陸続きとなった。 

溶岩流出の様子 
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溶岩流出の様子 日本の広範囲で降灰を観測 
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噴火規模の比較大正噴火の遺構（黒神埋没鳥居） 
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2011年新燃岳噴火 

明治以降の大規模噴火は大正大噴火のみ 

現代日本人は大規模噴火を経験していない 

大規模火山災害とは  
内閣府「広域的な火山防災対策に係る検討会」資料（2012） 
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背景③ 火山対策の蓄積（降灰対策） 

克灰袋と宅地内降灰指定置場 

ロードスイーパー 

散水車 
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ビニールハウス 



背景③ 火山対策の蓄積（土石流対策） 

12 治山ダム 



背景③ 火山対策の蓄積（観測体制） 

・高免観測坑道 
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水道施設の覆蓋 塩害対策を施した「がいし」が 

降灰対策としても機能 

変電施設の屋内化 

背景③ 火山対策の蓄積（ライフライン） 
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背景③ 火山対策の蓄積（立入禁止） 
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・ 南岳山頂火口、昭和火口から半径２ｋｍ以内は立入禁止区域 
（昭和３０年～） 
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背景③ 火山対策の蓄積（避難計画） 

広域一時避難所 
（垂水市） 

広域一時避難所 
（霧島市） 

代替避難所 
（北部） 

避難所 
（市街地側） 

代替避難所 
（南部） 
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桜島－１ 

○○さん 

900600112

桜島－２

900600113

桜島－３

900600114

桜島－４

900600115

桜島－５

900600116

桜島－６

桜島－１
900600111

住民のみなさまそれぞれに、個人情報保護の観点から、
自治会ごと、個人ごとの番号を割り振っています。 

背景③ 火山対策の蓄積（避難状況把握） 
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背景③ 火山対策の蓄積（避難対策） 

・ ヘルメットの貸与に合わせ、地域ごとの避難要領をまとめた 

 マニュアルも、各世帯に１枚ずつ配布。 
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全94施設から以下を考慮し、34施設を候補として選定 

① 情報伝達、避難誘導が可能な管理人等が常駐（昼間のみ  
  も可）している施設 
② 国、県、市等が所有又は管理する公共的な施設 
③ 観光客が多く利用する施設 
④ 要配慮者、要支援者が利用する福祉施設、教育施設、病院 
⑤ 主に住民が利用する施設、コンビニ等小規模な施設は除く 

 

２９年度の取組 
 ・防災研修会の開催（５月） 
 ・防災訓練の実施（１１月・１月） 
 ・避難確保計画の策定支援（随時）※３１施設策定済み 

背景③ 火山対策の蓄積（避難促進施設） 
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家畜には、避難情報等の伝達、輸送、避難受入先の開設により対応。 
必要車両は１０ｔ車のべ約９０台 

積込場所 

避難経路は陸上で 

背景③ 火山対策の蓄積（家畜避難） 
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１ 市の準備する施設に避難したい住民数（住民意向調査結果） 

２ 避難所 

３ 公の宿泊施設（案） 

住民意向調査の実施 回答：1,166世帯（2,618人） 約1,200戸分必要 

【短期】 

避難初日～１週間程度 

 

•小中学校、高校の体育館 

【中期】 

１週間～２か月程度※ 

 

•公の宿泊施設 

•民間の宿泊施設等 

 

【長期】 

２か月程度※～ 

 

•応急建設住宅 

•公営住宅 

•応急借上げ住宅 

※仮設住宅の建設に係ると想定される期間 

全ての仮設住宅候補地の中から、半径500ｍ以内に
スーパー等の商業施設がある公園を抽出。 
このほか、予備地として、１㎞以内に商業施設がある
公園等 １１か所 計７３２戸を別途抽出 

  施設名 収容人数 

北
部 

少年自然の家 ４００人 
自治研修センター １５１人 
県青少年研修センター ３４６人 
県総合教育センター ５７人 
スパランド裸・楽・良 １４０人 
郡山体育館 ６００人 

中
部 

松元平野岡体育館 ６００人 
茶山房 １００人 
松元公民館 ５０人 
農村交流館まつもと ５０人 

南
部 

マリンピア喜入 ９０人 
喜入老人憩いの家 ４０人 

４ 仮設住宅の建設候補地（案） 

各団地の中央公園 
など 

計12か所、合計：２，６２４人 

計３５か所、合計：２，１４４戸 

背景③ 火山対策の蓄積（長期避難対策） 
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○ 総合的な避難者支援体制の確保 

– 避難者の健康管理、衛生管理、精神的ケアの体制整備 

– 避難者のプライバシー確保、生活必需品の調達・管理 

○ コミュニティ維持を考慮した避難先の設定 

 ・ 応急仮設住宅等の確保の際に、 

  コミュニティの維持に配慮 

 

（新規追加項目） 
■ 被災者のこころのケア 都道府県対応ガイドライン（内閣府平成24年）も参考に追加 
■ 災害関連死を防ぐため、熊本地震の教訓を踏まえた「被災者の健康管理」項目追加 
■ 健康管理のための地域包括支援センター等の機関や、地域の専門家等の追加 

（新規追加項目） 
■ 災害対策本部において避難状況や避難者の属性・コミュニティを勘案して決定 
■ 長期避難も見据えた、要配慮者のための福祉避難所等の確保 

背景③ 火山対策の蓄積（長期避難対策） 
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フェリーでの避難 

垂水市への 
広域避難訓練 バスでの避難 

背景④ 訓練による実効性確保 
 ア 住民避難訓練（海上輸送・陸上輸送） 

23 



① 夜間における避難要領、体制の確認 
② 各箇所で照明に差を設け必要、有効性の検証 
③ 噴石等による道路寸断時の対応（海上輸送） 

背景④ 訓練による実効性確保 
 イ 夜間訓練 
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背景④ 訓練による実効性確保 
 ウ 住民主体の避難所運営訓練 

段ボールベッドの作成 バーコードでの受け入れ 

エコノミークラス症候群の説明 引継ぎ訓練 
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海上保安部船舶による残留者輸送 現地本部要員の撤収 

装甲車による残留者輸送 防災関係機関の一斉乗船 

背景④ 訓練による実効性確保 
 エ 残留者捜索・輸送訓練 
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  桜島火山防災連絡会（通称：５者会） 
    ○ 県危機管理防災課     
    ○ 京都大学防災研究所火山活動研究センター 
    ○ 鹿児島地方気象台   ○ 大隅河川国道事務所 
    ○ 鹿児島市       〇 垂水市 
 

 
 
 
  

 
 
 

 ・ 桜島の活動状況など意見交換を実施（１～2ヶ月に1回、 
   開催。活動状況に変化があった時は随時） 
 ・ 鹿児島地方気象台と、１か月に１回、桜島火山 の活動 
   状況について、説明会・意見交換会を実施 
 ・ 火山活動の状況・現象により随時、説明会や意見交換を 
   実施できる体制 
 ・ 災害想定、ハザードマップの作成 

背景⑤ 連携 ※防災関係機関等 
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背景⑤ 連携 ※近隣市 

 桜島火山活動対策協議会 
    ○ 鹿児島市 〇 垂水市 
    ○ 霧島市  〇 鹿屋市 
 (降灰防除地域を有する市で構成) 
 

 錦江湾奥会議【防災部会】 
    ○ 鹿児島市 〇 垂水市 
    ○ 霧島市  〇 姶良市 
  (錦江湾奥に位置する市で構成)  
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【スレマン県防災担当職員意見交換（7/26）】 
 スレマン県防災担当職員等総勢約５０名と火山防災について意見交換 
 ２０１０年のメラピ山噴火時の対応や現在の体制について説明を受けたほか、
本市の火山防災についても説明を行った。 
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背景⑤ 連携 ※海外 
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背景⑤ 連携 ※海外（覚書締結） 
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10cm位の軽石 

２～３㎝の固い礫の混在 

＜小さな噴石＞※角礫 
2000年10月桜島噴火 
火口から６km（桜島港） 

＜小さな噴石＞※軽
石 

桜島噴火時に一緒に 
北西海岸付近で採取 

※1g/cm3未満で水に浮く 

＜降り積もった大正噴火の降灰＞ 
 湯之平展望所の西約300m地点 

➣大規模噴火では、主噴火開始の初期に軽石やレキを噴出する事例が多い 

堆積した断面と降下火砕物の種類 

背景⑥ 大量降灰対策の検討 



2月 3月 4月 1月 

6月 7月 8月 5月 

10月 11月 12月 9月 

32 
次世代安心・安全ICTフォーラム＠鹿児島大学 防災ワークショップ「大規模火山噴火時の地域防災」気象研究所 新堀敏基氏 発表資料より 

月別の予想最大降灰量（シミュレーション） 
（桜島の大正噴火級，2015年の気象場を仮定） 
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■ 大規模降灰対応の検討にあたり、大正
噴火規模で市街地側に最も厚く堆積す
る事例で想定 

 
■ 実際の噴火の場合は、多様な方向に降
灰がふれる可能性に留意 

 
 
 
■ 想定される降灰量 

  市街地         ：約1.5億m3  
  道路（市道）      ：約680万m3 
  道路（緊急輸送道路）：約230万m3 
    
  ※降灰量はシミュレーション結果の平均層厚で試算 
  ※市道延長及び平均幅員は平成26年度道路現況調書より 

・ 東京ドーム１個が１２４万㎥ 
  １．５億㎥÷１２４万㎥≒１２０個分 
・ １０ｔトラックでは、 
  １．５億㎥÷６．６㎥≒２，２７３万台分 
  ６８０万㎥÷６．６㎥≒１０３万台分 

火口の西方に最も降灰が予想される一例 
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少
量

や
や

多
量

多
量

堆積量(ｃｍ) 

時間の推移(時間) 

  
 

１ｍ堆積したイメージ 

海外事例 

インドネシア フィリピン 

鹿児島中央駅付近の降灰量想定（最大で約１ｍ） 
噴火開始から 
  １時間後 ： 約１ｍｍ 
  ２時間後 ： 約１ｃｍ 
  ６時間後 ： 約10ｃｍ 
 １６時間後 ： 約１ｍ 
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